大阪府認定特定非営利活動法人の認定に係る証明書の交付に関する事務に係る
事務処理の特例に関する条例の改正の概要
府民文化部男女共同参画・ＮＰＯ課

	改正の理由
	施行予定期日

	１　租税特別措置法施行令（昭和32年政令第43号。以下「令」という。）の一部改正（平成22年３月31日公布、同年４月１日施行）により、特定非営利活動法人に対する所轄庁の証明書の交付に関する事務が廃止され、認定特定非営利活動法人の認定申請書を提出した法人及び認定を受けた法人に係る所轄庁が行う事務が新たに規定された。令に基づく事務について権限を移譲している市又は町については、当該事務を当該市又は町が処理することとするため、所要の改正を行う。

２　大阪版地方分権推進制度に基づき、１の事務を池田市ほか６市町が処理することとするため、所要の改正を行う。
	１については公布の日、２については平成23年１月１日

	
	適用区分

	
	

	
	条例措置を要する理由

	改正の要点
	地方自治法第252条の17の2第1項の規定により、知事の権限に属する事務の一部を市町村において処理するためには、条例によらなければならないとされているため。

	１(1)　題名を「大阪府認定特定非営利活動法人の認定等に係る書類の提出に関する事務に係る事務処理の特例に関する条例」に改める。（題名関係）

(2)　新たに所轄庁の事務とされた以下の事務について、権限を移譲している市又は町については、当該事務を当該市又は町が処理することとする。（第１条、第２条関係）
ア 国税庁長官から提出を求められた場合の認定特定非営利活動法人の認定申請書を提出した法人に係る①実績判定期間内の日を含む各事業年度の特定非営利活動促進法（以下「法」という。）第28条第１項に規定する事業報告書等及び役員名簿等並びに同条第２項に規定する定款等の写し、②所轄庁の証明書（法令等に違反する疑いがあると認められる相当の理由がない旨又は当該理由がある旨を証明する書面）の国税庁長官への提出（令第39条の23第８項関係）
イ　認定特定非営利活動法人の認定を受けた法人から提出された定期提出書類（法第29条第１項の規定により所轄庁に提出された事業報告書等、役員名簿等及び定款等の写し）の国税庁長官への提出（令第39条の23第13項関係）
２　池田市、富田林市、箕面市、大阪狭山市、豊能町、能勢町及び太子町の区域内のみに事務所を設置する特定非営利活動法人に係る１の事務については、当該市又は町が処理することとする。（第２条関係）
	

	
	政策アセスメント
（他部局、関係市町村、関係団体との調整）

	
	政令市連携課及び市町村課と調整済み

移譲先の市町と調整済み



	
	制度間調整の内容

	
	

	
	その他審査の参考となる事項

	
	


